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I.  はじめに 
2008 年 4 月 1 日以降に開始した事業年度より、 金融商品取引法第 24 条の 4 の 4 に基づく経営者によ
る内部統制の評価報告書と同法第 193 条の 2 第 2 項による当該報告書に対する監査証明という形で、
わが国においても内部統制報告制度が施行された。この制度では、言うまでもなく、2002 年に制定さ
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  本稿の元になるデータ等については、監査人監査報酬問題研究会[2010]を参照されたい。 
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質の低い財務諸表を公表していることのシグナルになっている(Anderson and Yohn [2002])。 
 
II-1.  サンプルの選択 
2009 年度（2009 年 4 月決算から 2010 年 3 月決算）の企業データに基づき EDINET を用いて、(1)  内
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  Muramiya and Takada (2010)は、内部統制に不備のある企業において、財務報告の質が低くなることを、内部統制
の不備と決算短信との関係として分析し、両者に統計的な関係を見出している。また Feng et al. (2009)でも、内部
統制の重要な欠陥と経営者予想（財務報告の質）との間に有意な関係を見出している。 
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た企業 92 社、 (2)有価証券報告書の訂正報告を行なった企業 370 社、 (3)内部統制報告書の訂正報告を行
なった企業 16 社を選定した。このうち 3 つの内部統制上の問題が重複した企業 15 社を除き、463 社が
分析の対象となるサンプル企業とされる。ここから、監査人の独立性に対する報酬圧力の可能性を排
除し、監査の質を均等化するため(Watts and Zimmerman [1982])、クライアントを 50 社以上有する大手
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  同一業種にする必要があるのは、 当該企業の置かれている外部環境を統一するためであり、 売上規模の近い企業
を選定するのは、売上規模と監査手続、ひいては監査報酬との間には有意な関係が存在するからである（監査人


























II-3.  その他要因と財務報告の質との関係 
財務報告の質である訂正報告書や内部統制上の欠陥開示に至る内部統制上の問題は、監査報酬だけ
でなく、企業規模の小ささ、企業年齢の若さ、財務困窮度、業績の善し悪し（収益率や損益情況）、
組織の複雑性、 急激な成長、 ならびに進行中のリストラ等との関係で議論されてきた(Doyle et al. [2007]; 
























































して、［図表 3］で見たように、顕在的に内部統制の欠陥を報告した企業 92 社に対し、事後的な訂正
報告書を提出した企業は 371 社あった。これら 371 社は、内部統制評価の段階では内部統制の不備な







                                                           
9












日用品(commodity)とは看做していないし、 安売り監査(Wal-Mart audit)を望まない」 というアメリカ SEC
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［図表 1］わが国における内部統制報告の状況（2009 年 6 月～2010 年 5 月受理分） 
  適用初年度 
内部統制報告書提出会社数 3,765 社 
任意での提出会社数  20 
計  3,785 
うち重要な欠陥あり  92 
（2.4%） 















































分析対象サンプルの抽出      
  内部統制報告書における重要な欠陥報告企業数  92 
  有価証券報告書訂正企業数
✝  370 
  内部統制報告書訂正企業数
✝  16 
  うち有価証券報告書訂正かつ重要な欠陥報告企業数*  12  
  うち内部統制報告書訂正かつ重要な欠陥報告企業数*  2 
  うち有価証券報告書訂正かつ内部統制報告書訂正の企業数* 1 △15 
  最終抽出サンプル数   463 
  うちクライアント数 50 社以上監査事務所のクライアント数  331 
  うちクライアント数 50 社未満監査事務所のクライアント数  132 
*  このうち 1 社は、内部統制の重要な欠陥を報告した上、有価証券報告書訂正と内部統制報告訂正を
行なっている。 
✝  有価証券報告書の訂正報告書と内部統制報告書の訂正報告書の抽出は、 本白書が対象とする 2009 年
4 月期から 2010 年 3 月期決算の企業を対象とし、抽出期間は 2010 年 10 月 18 日までの間を対象と








あずさ  あらた  三優  新日本 太陽
ASG 
トーマツ 東陽  小規模*  計 
有報訂正  81 10  5 80 13 84 8 89  370
(%)  (21.89) (2.70) (1.35)  (21.62) (3.51) (22.70) (2.16) (24.05)  (100.00)
IC/R 訂正  0 1 0 3 1 3 0 8  16
(%)  (0.00) (6.25) (0.00)  (18.75) (6.25) (18.75) (0.00) (50.00)  (100.00)
重要な欠陥  12 2 3  13 2 16 2 42  92
(%)  (13.04) (2.17) (3.26)  (14.13) (2.17) (17.39) (2.17) (45.65)  (100.00)
IC に問題  93 13  8 96 16 103 10 139  478
✝
*  小規模監査事務所は、クライアント数が 50 社未満の事務所から構成される。 




［図表 5］監査報酬における平均差の検定結果（内部統制の問題企業 314 社と正常企業 314 社） 
  平  均  標準偏差  t 統計量 
（期待符号＋）   問題企業  正常企業  問題企業  正常企業 
log 監査報酬  1.620 1.579 0.289  0.255  1.903* 





パネル 6-A  記述統計量 















平均  1.6018  0.0024 0.2532 10.1194 4.0514 0.5 
中央値  1.5563  0.0121 0 5 3.9512 0.5 
標準偏差  0.2740  0.0781 0.4352 15.3897 0.7351 0.5004 
最小  1  -0.9242 0 0 2.1139 0 
最大  2.5011  0.2194 1 103 6.2964 1 
パネル 6-B  相関係数 















log 監査報酬  1         
ROA  0.0384  1      
損益情況  -0.0705  -0.5935 1   
連結子会社数  0.6591  0.0153 -0.0450 1  
log 時価総額  0.7173  0.3032 -0.2994 0.5206 1  










（期待符号）    （+）      （ -）    （ +）    （ +）        （ +） 
IC_DF =  α + β1AD_FEE +  β2ROA +  β3LOSS +  β4CMPLX +  β5SIZE +ε 
 
  変数の定義 
従属変数    
IC_DF  内部統制上の問題（重要な欠陥及び訂正報告）のある場合 1、なければ 0 
独立変数    
AD_FEE  監査証明業務に基づく報酬の対数 
ROA  総資産利益率 
LOSS 
重要な欠陥の開示及び訂正報告書の対象となった決算期の業績が当期純損失で
あれば 1、そうでなければ 0 



























(-0.489)  0.022 









(-1.859)* -- 0.021 
*  有意水準 10%（両側）; ** 5%（両側）; *** 1%（両側） 
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1．はじめに 



















平成 22 年 5 月には企業会計審議会・内部統制部会が約 3 年ぶりに再開され、現在、制度





ていく必要があることから、アメリカの先例に倣ってわが国においても、2009 年 11 月と
2010 年 11 月に日本内部統制研究学会を中心として関係者を一堂に会して「内部統制報告
制度ラウンドテーブル」が開催され、効率性と有効性という 2 つの軸からさまざまな問題
提起と提言が出された。 








内部統制報告書の平成 22 年９月提出分までの提出状況は資料 1 のとおりである。 
 









































  まず、公開草案においては、主な改訂の内容として、以下の 3 項目が列挙されている。  
 
(1)企業の創意工夫を活かした監査人の対応の確保 
○  経営者が創意工夫した内部統制の評価方法・手続等について、監査人の理解・尊重 
○  中堅・中小上場企業に対する監査人の適切な「指導的機能」の発揮 
○  内部統制監査と財務諸表監査の一層の一体的実施を通じた効率化 
 
(2)内部統制報告制度の効率的な運用手法を確立するための見直し 
○  企業において可能となる評価方法・手続等の簡素化・明確化 
（例）毎年、各業務プロセスごとに行われている評価手続のローテーション化 
○  「重要な欠陥」の判断基準等の明確化 








  また、 改訂基準および実施基準は、 2011 年４月１日以後開始する事業年度における内部
統制の評価および監査から適用することとされている。同公開草案へのコメント招聘期間
は、2011 年１月 25 日（火）17 時 00 分（必着）までとされており、企業会計審議会では、
その後、内部統制部会および総会での審議を経て、適用時期までに基準および実施基準を
確定させることを予定しているのである。 











  金融庁では、 前述の内部統制報告の改訂基準および実施基準の公開草案の公表に併せて、



























































さらには、例えば、IFRS の初度適用に当たっては、初めて IFRS ベースの開示を行う
年度（移行年度）よりも前の期間の準備を必要とする点にも留意が必要である。IFRS へ
の導入を決めたらできるだけ早めに準備に取りかかることが推奨される理由の 1 つも、こ



































































（社） （社） （社） （社） （社） （社） （社） （社） （社） （社） （社） （社） （社）
①　内部統制報告書提出義務のある会
　　社数 29 60 131 40 54 305 61 216 3,765
②　①のうち内部統制報告書提出会社
　　数 29 60 131 40 54 305 61 216 3,765
③　任意で内部統制報告書を提出した
　　会社数【注２】 00000111 2 0
（金融商品取引法第24条の４の４第２項該当）
内部統制報告書提出会社数（②＋③） 62 217
H22.４ H22.５ H21.12 H21.９ H22.３ H22.１ H21.11 H22.２



















（社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％）
①　内部統制は有効である。 2,605 97.6 34 94.4 81 97.6 93 95.9 26 89.7 57 95.0 124 94.7 37 92.5 51 94.4 296 96.7 62 100 212 97.7 3,678 97.2%
②　重要な欠陥があり、内部統制は有
　　効でない。【注５】 56 2.1 2 5.6 2 2.4 4 4.1 3 10.3 3 5.0 6 4.6 3 7.5 3 5.6 7 2.3 0 0.0 3 1.4 92 2.4%
③　内部統制の評価結果を表明できな
　　い。 90 . 3 0 0 0 0 0 00 00 01 0.8 0 0 0 0 3 1.0 0 0 2 0.9 15 0.4%
　　合　　　計 2,670 100 36 100 83 100 97 100 29 100 60 100 131 100 40 100 54 100 306 100 62 100 217 100 3,785 100
H22.３ H21.10 H21.11 H21.12 H21.７ H21.８ H21.９ H22.４ H22.５
H21.６～H22.５











（社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％） （社） （％）
①　内部統制は有効である。 2,610 99.2 37 94.8 78 100 93 98.9 2,818 99.1%
②　重要な欠陥があり、内部統制は有
　　効でない。【注５】 22 0.8 1 2.6 0 0 1 1.1 24 0.9%
③　内部統制の評価結果を表明できな
　　い。 00 1 2 . 6 00 00 1 0 . 0 %
　　合　　　計 2,632 100 39 100 78 100 94 100 2,843 100




（ 社 ）（ 社 ）（ 社 ）（ 社 ）（ 社 ）
①　内部統制報告書提出義務のある会
　　社数 2,613 36 78 94 2,821
②　①のうち内部統制報告書提出会社
　　数 2,610 39 78 94 2,821
③　任意で内部統制報告書を提出した
　　会社数【注２】 2 2000 2 2
（金融商品取引法第24条の４の４第２項該当）














































































  【概要】 
   決 算 ・ 財 務 報 告 プ ロ セ ス に つ い て 、 監 査 人 と 協 議 の 上 で 、 い わ ゆ る 「 ３ 点 セ ッ ト 」
ではなく、チェック・リストを作成し、決算・財務報告プロセスの評価に活用 
 
  【事例】 
      当社は、事業規模が小規模で、比較的簡素な組織構造を有している。 

















































  【参考】 




























  【概要】 
      監査役と内部監査人が定期的、あるいは適時に打ち合わせを行うなど適切な 
連携を保つことにより、効果的・効率的にリスクを抽出  
 
  【事例】 
      当社は、事業規模が小規模で、比較的簡素な組織構造を有している。 








  【参考】 

















  【概要】 
   Ｉ Ｔ 統制のうち重要性の高いものについては、本社（親会社）に権限を集中させる
ことによって、IT 統制の評価及び監査を効率化に実施。 
 
  【事例】 
   当 社 は 、 事 業 規 模 が 小 規 模 で 、 比 較 的 簡 素 な 組 織 構 造 を 有 し て い る 。 支 社 （ 子
会社）においても、独自のシステムを採用している。 
      当社では、システムの開発・保守、外部委託に関する契約などＩＴ全般統制を中
心に、重要なＩＴ統制について、本社に権限を集中させた。 




  【参考】 





・  システムの開発、保守 
・  システムの運用・管理 
・  内外からのアクセス管理などのシステムの安全性の確保 




・  入力情報の完全性、正確性、正当性等が確保されているか。   
・  エラーデータの修正と再処理の機能が確保されているか。 








  【概要】 
   少 量 多数の事業を営んでいるため、個々の事業には重要性の低いプロセスが
多数存在する。このため、重要性に応じた効果的・効率的評価を行った。 
 
  【事例】 

















  【参考】 


















運用評価を毎年実施  運用評価を 3 年に 1 回実施 
 
33